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制裁 ＞輸出規制
一部輸出不可≠全取引不可

01 米国貿易規制：輸出規制

取引の「物」
（特定の商品、役務
の輸出が不可に）

輸出規制

取引の「主体」
（特定の人、会社と
の取引が不可に）

制裁

米国貿易規制

BIS管轄：
Entity List
Denied Persons List
Unverified List

OFAC管轄：
SDN List
NS-CMIC List
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主な法的根拠 国際武器取引規則（ITAR） 輸出管理規則（EAR）

管轄官庁
米国国務省・国防貿易管理課
（DDTC）

米国商務省・産業安全保障局
（BIS）

規制品
軍需品と関連役務の輸出
（民間企業が触れる可能性小）

デュアルユース品の輸出
（軍民両用につき、民間取引にも適用し得る）

規制品リスト
米国軍需品リスト
（USML）

商務省規制品目リスト
（CCL）

規制対象者リスト 禁輸対象者リスト（Debarred List）

エンティティ・リスト（Entity List）

禁輸対象者リスト（Denied Persons List）

未検証エンドユーザーリスト（Unverified List）

1-1 米国輸出規制関連制度（軍需品vsデュアルユース品）
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1-2 EAR規制品目の範囲（主に軍民両用品。何でも規制されるわけではない）

商務省規制品目リスト
（CCL）

米国国内の品目

米国国外の品目
一定比率以上の

米国成分を含む製品

原産地＝米国

米国技術・ソフトウェアの
直接製品

例：米国製品を日本から輸出

例：日本製だが、米国製規制品目の
価値が商品全体の25%以上を占める

例：規制対象の米国技術の直接製
品を日本から輸出

CCLの一例

0A002 宇宙用、船舶用、または
移動式の「原子炉」で使用するた
めに「特別に設計された」発電また
は推進装置。
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エンティティ・リスト

(Entity List）

禁輸対象者リスト

(Denied Persons List)

未検証エンドユーザーリスト

(Unverified List)

掲載基準
米国の国家安全and/or外交政策に
著しく違反したとき

EAR規制に違反したとき
最終用途及び善意利用目的の是非が確
認できないとき

影響

輸出許可証を取得しない限り、特定の
EAR規制品目の輸出が禁止される。さ
らに、申請があったとしても、大半は「原
則不許可」（Presumption of 
denial）とされる。

全EAR規制品目の輸出が禁止

許可証の例外措置は適用不可。
事前申告が必要。
輸出許可証不要の品目でも、最終用途と
エンドユーザーの誓約書が必要。

運用例

HUAWEI-華為
（米国産の高性能半導体等の調達

が事実上困難に）
ZTE-中興【現在は削除済み】 中国科学院上海応用物理研究所

1-3 輸出規制対象者リスト
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参考：米国エンティティ・リストの一例（英文）
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参考：米国エンティティ・リストの一例（和訳）
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民事罰金

金額は違反の回数と取引

の金額等により確定

刑事責任

資産没収、罰金及び20

年以下の有期懲役等

行政責任

Entity Listへの掲載等

罰則

1-4 EAR違反時の罰則
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【回答】

関係会社との取引は原則的に可能。

ただ、関係会社がEAR規制を回避するための取引

相手の代理人、隠れ蓑、シェルカンパニーのような存

在である場合は、輸出は不可。

（取引相手が米国のエンティティ・リストに載せられてしまった場合…）

【回答】

EARは被掲載者への輸出を規制するための法令

なので、取引相手からの調達は原則的に可能。

ただ、調達の対象品が明らかにEARに違反している

場合、取引相手が合法な手段で当該対象品を入

手したことを確認する必要がある。

取引相手への輸出（販売行為）
は制限されるが、取引相手からの
購入（調達行為）は可能か？

EAR規制品目を取引相手の親会社、
子会社、兄弟会社等の関係会社に輸
出することは可能か？

1-5 よくある誤解：エンティティ・リスト掲載者との取引は一切不可？
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経済制裁の場合、
多くの取引が不可に！

02 米国貿易規制：制裁

取引の「物」
（特定の商品、役務
の輸出が不可に）

輸出規制

取引の「主体」
（特定の人、会社と
の取引が不可に）

制裁

米国貿易規制

BIS管轄：
Entity List
Denied Persons List
Unverified List

OFAC管轄：
SDN List
NS-CMIC List
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主な法的根拠 「国際緊急経済権限法」（ IEEPA）、各大統領令

管轄官庁 米国財務省・外国資産管理室（OFAC）

規制対象者リスト SDNリスト（SDN List）

主な制裁措置

①米国入国禁止、査証制限

②在米資産凍結

③OFACの許可なしに、米国人との取引の禁止

④OFACの許可なしに、米国との連結点を有する（米国）取引の禁止

（米ドルによる国際送金も銀行又はSWIFT等の決済組織により止められ得る）

遵守義務を負う者

一次的制裁：米国人（米国籍又は米国にいる自然人、法人）

二次的制裁：全世界に広がり得る

（日系企業等の第三者が制裁に違反した場合、自身がまたSDNリストに掲載されるリスクあり）

2-1 米国制裁関連制度
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参考：米国制裁のイメージ図
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民事罰金

金額は取引の金額等によ

り確定

刑事責任

罰金及び20年以下の有

期懲役等

行政責任

資産の凍結、米国への入

国制限、及び二次的制

裁発動の場合の違反者

自身のSDNリスト入り

罰則

2-2 米国制裁違反時の罰則
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2-3 米国制裁はなぜ輸出規制よりも遥かに強力？

エンティティ・リストの場合、CCL
所定の軍民両用品の販売が
禁止されるが、調達、及び一
般品目の販売は可能。

SDNリストの場合、米国人との
取引が一切禁止され、さらに
二次的制裁の場合、遵守義
務が日系企業等の第三者に
も及ぶ。

輸出制限 vs 売買とも不可 単体 vs 子会社波及 資産凍結の有無

エンティティ・リストの場合、通
常は掲載者にのみ米国輸出
規制が適用される。

SDNリストの場合、掲載者自
身だけでなく、掲載者の子会
社（直接又は間接に50％以
上の出資・株式を保有）も自
動的に制裁の対象となる。

エンティティ・リストは保有資産
に対する影響はないが、SDN
リストの場合は在米国資産の
凍結を伴うため、新規取引だ
けでなく、既存資産に対する
大打撃もあり得る。

核兵器
何よりも外貨取

引禁止
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2-4 強力な米国制裁の運用例（イラン、北朝鮮、ロシア、薬物、人権等）
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参考：OFAC推奨の制裁リスクに対するコンプラインス実践（SCP1）
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参考：OFAC推奨の制裁リスクに対するコンプラインス実践（SCP2）
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2-5 米国対中制裁の直近動向

【直近動向】

2021/4/8 中国スパコン7社がエンティティ・リスト入り

2021/6/8 米国上院で対中制裁の授権を大幅に拡

張する「イノベーション競争法案」が可決

2021/6/13 G7サミット共同宣言にて、主要7カ国は

対中国での緊密な連携で合意

→ トランプ政権の対中制裁は維持されたまま、全面

対抗モードに突入する可能性がある。米国の議会政

治において、現政権が宥和政策への転換が考えにくい。

【回答】

同法は次の7つの部分、約2000条から成る長大

な法案であり、包括的な中国対抗内容が多い。

A.チップと5Gへの緊急予算枠

B.エンドレス・フロンティア法案

C.2021年戦略競争法案

D.国土安全保障と政府問題委員会の規定

E.2021年中国の挑戦への対応法案

F.その他の事項

G.2021年貿易法案

審議中の「イノベーション競争法
案」の主な内容は？

バイデン新政権は対中制裁
を緩めているか？
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技術輸出入管理条例
デュアルユース品目（核、生物、化学品）輸出関連条例
軍事（軍需品、ミサイル）輸出関連条例
商用暗号管理条例等

反外国制裁法（2021/6/10）
輸出管制法（2020/10/17）
対外貿易法、国家安全法、税関法、サイバーセキュリティ法、暗号法等

外国法律・措置の不当な域外適用の遮断弁法(2021/1/9)
信頼できないエンティティリスト規定（2020/9/19）等

法律

行政法規

部門規章

03 中国対抗立法の全体的構造
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3-1 「信頼できないエンティティ・リスト規定」重要条項解説 1/2

主要条項内容 コメント

第1条

中華人民共和国は、国家主権、安全、発展の利益を守り、公正で自由な国家
間の経済・貿易秩序を維持し、中国企業、その他組織又は個人の正当な権利と
利益を保護するため、「中国対外貿易法」、「中華人民共和国国家安全法」その
他の関連法規に基づき、本規定を制定する。

法源は対外貿易法、国家安全法とあるが、
その後の反外国制裁法も上位法になる。

第2条

中国は、信頼できないエンティティ・リスト制度を整備して、外国実体に対して国際
経済貿易及び関連活動における以下の行為に対して相応する措置を講じる。
(1) 中国の国家主権、安全及び発展利益を侵害する。
(2) 通常の市場取引規則に違反して、中国企業、他の組織または個人との通
常取引を中断し、または中国企業、他の組織または個人に対して差別的措置を
とり、中国企業、他の組織または個人の正当な権利と利益を厳重に損害する。

米国の対中制裁が発動された場合、外国企
業がそれに追随して、中国企業との契約履行
を中止したとき、米国法に準拠するのではなく、
ここの中国法に準拠して判断する際の原則
基準になる。特に通常の市場取引規則に違
反しているかどうかが判断の重要ポイントとされ
るため、抗弁が厳しい。

第7条

業務メカリズムは、調査の結果に基づいて、以下の要因を考慮して、外国実体を
信頼できないエンティティ・リストに掲載するかどうかを決定し、公表する: 
(1)中国の国家主権、安全保障、 利益の侵害の程度。
(2)中国企業、その他の組織または個人の正当な権益に対する損害の程度。
(3)国際経済貿易規則の適合性。
(4)その他考慮すべき要因。

ここには4つ判断基準が提示されている。
1と2のほかに、国際経済貿易規則が強調さ
れ、米国法による一国主義、域外管轄権を
排除しようとしています。

23



3-1 「信頼できないエンティティ・リスト規定」重要条項解説 2/2

主要条項内容 コメント

第10条

業務メカリズムは、以下の1つまたは複数の措置(以下「処理措置」という)を採用
して、公表することができる
(1) 中国にかかわる輸出入活動を制限または禁止すること
(2) 中国国内への投資を制限または禁止すること
(3) 関係者、交通輸送手段などの入国を制限または禁止すること
(4) 関係者の中国国内での就労許可制限または解除すること
(5) 状況に応じて、相応する金額の罰金を科す。
前項に規定する処分措置は、関係部門が職務分掌に従って法律により実施し、
その他の関連組織及び個人は、その実施に協力するものとする。

エンティティ・リストという名称を使用しているが、
米国BISの発動するEAR上の輸出管理措
置であるエンティティ・リストではなく、米国
OFACの発動するIEEPA上の制裁である
SDNリストに相当するもの。
輸出入制限、投資制限、入国制限、就労
制限、罰金の制裁等は、中国市場から追放
されると同義になる。

第11条

外国実体をエンティティリストに掲載する公告に、外国実体に関する是正期限を
明示した場合、その期間内にこの規則第10条規定の措置を講じない。外国実
体が期限内にその行為を是正しない場合、この規則第10条の規定に従って、措
置が講ずる。

執行猶予がついているので自らの是正を促す
意図がある。

第12条

関連する外国実体が、中国関連の輸出入活動に従事することを制限または禁
止されている場合、中国企業、その他の組織または個人は、例外的な状況にお
いて、その外国実体との取引を行う必要がある場合、業務メカリズムに申請し、同
意を得た後、外国実体との取引を行うことができる。

一部容認として、中国企業が申請し認可さ
れた場合、臨時許可が認められる。米国の執
行猶予や臨時許可制度と相似する。
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3-2 「外国法律・措置の不当な域外適用の遮断弁法」重要条項解説 1/3

主要条項内容 コメント

第1条

外国法律・措置の不当な域外適用による中国への影響を遮断し、国家主権、安
全及び発展利益を維持し、公平・自由な国際経済貿易秩序を維持し、中国の
国民、法人、その他の組織の合法的な権益を守るために、「中華人民共和国国
家安全法」等の関連法律に基づき、本弁法を制定する。

法源は国家安全法とあるが、その後の反外国
制裁法も上位法になる。
内容は、EUの1996年に制定された遮断法
を参考された跡あり。

第2条

本弁法は、外国法律・措置の域外適用が国際法と国際関係の基本原則に違反
し、中国の国民・法人・その他の組織と、第三国（地域）及びその国民・法人・そ
の他の組織との間における正常な経済貿易及び関連活動の実施を不当に禁止
又は制限する場合に適用する。

域外管轄とは、二国間で完結せずに、第三
国にも法的拘束力が及ぼす場面を想定する
と理解しやすい。
本「遮断弁法」の適用範囲には明言こそされ
ていないが、米国制裁への対抗措置としての
性格が強いと見られている。

第５条

外国法律・措置により、第三国（地域）及びその国民・法人・その他の組織との
間における正常な経済貿易及び関連活動の禁止又は制限に遭遇したとき、中国
の国民、法人、その他の組織は、30日内に国務院商務主管部門に関連状況を
如実に報告しなければならない。 報告者が秘密保持を要求したとき、国務院商
務主管部門及びその職員は、秘密保持をしなければならない。

中国企業が30日以内に報告義務を負う。
企業からの報告をなくして、政府が自ら法的プ
ロセスを起動できるかは明言されていない。

第６条

業務メカニズムは、次の要素を総合的に考慮した上、関連する外国法律・措置の
不当な域外適用の存否を評価・確認する。
（一）国際法、及び国際関係の基本原則への違反の是非。
（二）中国の国家主権、安全及び発展利益に及ぼし得る影響。
（三）中国の国民、法人、その他の組織の合法的な権益に及ぼし得る影響。
（四）その他考慮すべき要素。

域外管轄の評価基準には、国際ルール、中
国の国家主権と安全、発展の利益、国民の
合法的権益とされている。
覇権主義的な域外管轄は容認しないと宣言
している。
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3-2 「外国法律・措置の不当な域外適用の遮断弁法」重要条項解説 2/3

主要条項内容 コメント

第７条

業務メカニズムが評価を経て関連外国法律・措置に不当な域外適用の存在を
認めた場合、その決定により、国務院商務主管部門は、関連する外国法律・
措置の承認、執行、遵守を禁止する旨の命令（以下「禁止令」という。）を公
布することができる。
業務メカニズムは、実情に基づき、禁止令の中止又は取消しを決定することが
できる。

禁止令：
不当な域外適用の外交法律、措置に対して、その承認、執
行、遵守を禁止する！

第8条

中国の国民、法人、その他の組織は、国務院商務主管部門に対して禁止令
への遵守免除を申請することができる。遵守免除を申請するとき、申立人は、
国務院商務主管部門に対して書面の申請を提出するものとする。書面の申請
は、免除の理由及び免除の範囲等の内容を記載するものとする。国務院商務
主管部門は、申請を受理した日から30日内に可否の決定を下さなければなら
ない。状況が緊急であるときに、速やかに決定を下さなければならない。

免除制度が設けられている。

第9条

当事者が禁止令範囲内の外国法律・措置を遵守し、中国の国民、法人、そ
の他の組織の合法的な権益を侵害したとき、中国の国民、法人、その他の組
織は、法により人民法院に対して訴訟を提起し、かかる当事者に対して損害賠
償を要求することができる。ただし、当事者が本弁法第八条の規定に従って免
除を取得したときは、この限りでない。
禁止令範囲内の外国法律を根拠に下された判決、裁定により損害を受けたと
き、 中国の国民、法人、その他の組織は、法により人民法院に対して訴訟を
提起し、かかる判決、裁定により利益を受けた当事者に対して損害賠償を要
求することができる。
本条第1項、第2項に定める当事者が、人民法院の発効した判決、裁定の履
行を拒否したとき、中国の国民、法人、その他の組織は、法により人民法院に
対して強制執行を申請することができる。

【重要】当事者の概念が突如現れたが定義はなかった。文脈からすれ
ば、当事者が中国企業と契約関係のある相手当事者と解釈することが
できるので、当事者には外国企業が含まれると理解することが自然と考
える。
外国企業が禁止令に違反した場合、中国で損害賠償が提訴される法
根拠として示されているので要注目。たとえ外国企業が外国で中国企
業を相手に勝訴した場合でも、禁止令に違反していたら、中国企業の
中国における求償権が認められる。さらに、中国裁判所による強制執行
も認められている。
部門規則というレベルで、司法上の訴権の創設であり、また民事訴訟
法との関係性が疑問視されるが、その後の反外国制裁法の立法により
整合性が整えた。
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3-2 「外国法律・措置の不当な域外適用の遮断弁法」重要条項解説 3/3

主要条項内容 コメント

第11条
中国の国民、法人その他の組織が禁止令に従い、外国法律・措置を遵守せず
に重大な損失を受けた場合、政府の関連部門が具体的状況に応じて、必要な
支援を行うことができる。

中国政府による企業への救済であるが、具体
的な内容が不明であり、やや弱い。

第12条
外国法律・措置の不当な域外適用に対し、中国政府は、実際の状況と需要に
基づき、必要な報復措置を採択することができる。

報復措置の可能性を規定。のちに反外国制
裁法が登場する。

第13条
中国の国民、法人、その他の組織が規定どおりに関連状況を報告せず、又は禁
止令を遵守しなかったとき、国務院商務主管部門は、警告を与え、期限内の是
正を命令することができ、情状の程度に応じて過料を併科することもできる。

違反した場合の罰則。
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3-3 「反外国制裁法」重要条項解説 1/4

主要条項内容 コメント

第1条
国の主権、安全、発展の利益を擁護し、中国の公民、組織の合法権益を保護す
るため、憲法に基づいて、本法を制定する。

立法の目的

第2条

中華人民共和国は、独立自主の平和外交政策を堅持し、主権と領土の完全性
の相互尊重、相互不可侵、内政の相互不干渉、平等互恵、平和共存の 5 原
則を堅持し、国連を中核とする国際体系と国際法を基礎とする国際秩序を擁護
し、世界各国との友好協力関係を発展させ、人類運命共同体の構築を推し進め
る。

中国外交の5大指導原則が報復の正当化
理由。国連中心説と国際法をベースとする国
際秩序の強調が一貫した主張。

第3条

中華人民共和国は覇権主義と強権政治に反対し、いかなる国がいかなる口実、
いかなる方式によって中国の内政に干渉することにも反対する。
外国国家が国際法と国際関係の基本準則に違反し、各種口実やその本国の法
律に依拠して、中国に対して抑制、抑圧を行い、中国の国民、組織に対して差別
的制限措置を講じ、中国の内政に干渉した場合、中国は相応の報復措置を講
じる権利を有する。

反外国制裁の定義
中国政府に対する内政干渉、中国経済に対
する経済抑圧、中国企業に対す差別的制限
措置に対して、「やられたらやり返す」と宣言。

第4条
国務院の関係部門は本法第３条に規定する差別的制限措置の制定、決定、
実施に直接または間接的に関与した個人、組織を報復リストに掲載することを決
定することができる。

制定、決定、実施の主体は、いずれも立法
機関、政治団体、政治家、行政部門を指し
ている。例：米国元国務長官マイク・ボンペオ、
米国上院議員。
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3-3 「反外国制裁法」重要条項解説 2/4

主要条項内容 コメント

第5条

本法第４条規定に基づいて報復リストに掲載した個人、組織の他に、国務院の関係部門
はさらに以下の個人、組織に対して報復措置を講じることができる。
（１）報復リストに掲載した個人の配偶者と直系親族；
（２）報復リストに掲載した組織の高級管理職員または実質的支配者；
（３）報復リストに掲載した個人が高級管理職を務める組織；
（４）報復リストに掲載した個人と組織が実質的に支配し、または設立、運営に関与す
る組織。

追加リストでは、個人から密接な関
係を有する企業に拡大される

第6条

国務院の関係部門は各自の職責と職務分業に基づいて、本法第４条、第５条に規定す
る個人、組織に対して、実際の状況に基づいて、以下の一つまたは複数の措置を講じるこ
とを決定することができる：
（１）査証を発行しない、入国禁止、査証取消、あるいは国外追放；
（２）中国国内にある動産、不動産やその他の各種財産の差し押さえ、押収、凍結；
（３）中国国内の組織、個人との関連取引、協力等の活動の禁止または制限；
（４）その他の必要な措置。

これらは米国のIEEPAから一部取り
入れた制裁措置でもある。

第7条 国務院関係部門が本法第４条から第６条規定に基づいて下した決定は最終決定とする。 一審結審。異議申立手続きがない。

第8条
制裁措置を講じる根拠となる状況に変化が生じた場合、国務院の関係部門は関連する
報復措置を一時停止、変更あるいは取り消すことができる。

調整可能規定
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3-3 「反外国制裁法」重要条項解説 3/4

主要条項内容 コメント

第9条
報復リストと報復措置の確定、一時停止、変更あるいは取消は、外交部あるい
は国務院のその他の関係部門が命令を発布し公布する。

従来の外交部が主導するため、報復リストに
政治家や政治団体が中心になると想定。

第10条

国は反外国制裁業務調整機構を設立し、調整にかかわる関連業務の統括に責
任を負う。
国務院の関係部門は連携・協力と情報共有を強化し、各自の職責と任務の分
業に基づいて関連する報復措置を確定し、実施しなければならない。

業務調整機構が新設される。

第11条

中国国内の組織と個人は、国務院の関係部門が講じる報復措置を実行しなけ
ればならない。前項の規定に違反した組織と個人に対して、国務院の関係部門
は法に基づいて処理し、これら組織・個人が関連活動に従事することを制限しまた
は禁止する。

中国国内企業と個人に対する義務づけ。

第12条

いかなる組織と個人も、外国国家が中国の公民、組織に対して講じた差別的規
制措置を実行、または実行に協力してはならない。
組織と個人が前項の規定に違反し、中国の公民、組織の合法権益を侵害した
場合、中国の公民、組織は法に基づいて人民法院に訴訟を提起し、侵害行為
の差し止め、損害賠償を請求することができる。

「いかなる組織」に、外国企業も含まれるはず。
差別制限措置を実行した場合、不法行為責
任として損害賠償責任を負う。
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3-3 「反外国制裁法」重要条項解説 4/4

主要条項内容 コメント

第13条
中国の主権、安全、発展の利益を害する行為に対して、本法の規定の他に、
関連する法律、行政法規、部門規章によってその他の必要な報復措置を講
じることを規定することができる。

＜信頼できないエンティティ・リスト規定＞、
＜外国の法律と措置の域外適用の遮断弁法＞
との補完関係が意識された規定。

第14条
いかなる組織と個人も報復措置を実行せず、あるいは実行に協力しなかった
場合、法に基づいて法的責任を追及する。

義務規定（二次制裁ではない）

第15条
外国の国家、組織あるいは個人が中国の主権、安全、発展利益を害する行
為を実施、協力、支援した場合、必要な報復措置を講じる必要があるとき、
本法関連規定を参照して実行する。

重要！
外国企業が内政干渉するような行為があった場
合、報復リストに掲載され、報復措置が取られる
可能性がある。

第16条 本法は公布日より施行する。
2021年6月11日-13日に、G7サミット開催。
その直前の2021年6月10日に、本法公布。
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3-4 日本企業等の第三国企業へのインパクト（条文再掲） 1/2

法令名 立法機関 第三国企業への適用プロセスと条件

「中華人民共和国
反外国制裁法」
2021/6/10

全人代
常務委員会
（上位法）

主要適用条項
① 外国企業が、外国国家が中国に対して講じた差別的規制措置を実行または実行に協力し、
中国企業の合法権益を侵害した場合、中国企業は人民法院に提訴し、侵害行為の差し止め、
損害賠償を請求することができる。（第12条）

以下は参照適用
② 外国企業が中国の主権、安全、発展利益を害する行為を実施、協力、支援した場合、必要
な報復措置を講じる必要があるとき、本法関連規定を参照して実行する。（第15条）

③ 政府が差別的制限措置の制定、決定、実施に直接または間接的に関与した外国企業を報
復リストに掲載することを決定することができる。（第3条準適用）

④ 政府が報復リストに掲載した外国企業に実際の状況に基づいて、以下の一つまたは複数の措
置を講じることを決定することができる：（第6条準適用）
（１）査証を発行しない、入国禁止、査証取消、あるいは国外追放；
（２）我が国国内にある動産、不動産やその他の各種財産の差し押さえ、押収、凍結；
（３）我が国国内の組織、個人との関連取引、協力等の活動の禁止または制限；
（４）その他の必要な措置。
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3-4 日本企業等の第三国企業へのインパクト（条文再掲） 2/2

法令名 立法機関 第三国企業への適用プロセスと条件

「外国法律・措置の
不当な域外適用の
遮断弁法」
2021/1/9

商務部
（下位法）

① 中国企業が30日以内に政府に報告する。（第5条）
② 政府が外国法律・措置に不当な域外適用への該当性をが評価する。（第6条）
③ 政府が外国法律・措置の承認、執行、遵守に対して禁止令を公布する。（第7条）
④ 外国企業が禁止令内の外国法律・措置を遵守し、中国企業の合法的な権益を侵害したとき、中国企業が

人民法院に提訴し、損害賠償請求ができる。
また禁止令範囲内の外国法律を根拠に下された判決、裁定により損害を受けた中国企業は、人民法院に
提訴し、かかる判決、裁定により利益を受けた当事者に対し損害賠償を請求することができる。（第9条）

「信頼できないエン
ティティ・リスト規定」
2020/9/19

商務部
（下位法）

① 外国企業が国際経済貿易にいおて以下の行為があった場合
(1) 中国の国家主権、安全及び発展利益を侵害する;
(2) 通常の市場取引規則に違反して、中国企業との通常取引を中断し、または中国企業に対して差別的
制限措置をとり、中国企業の正当な権利と利益を厳重に損害する。

② 政府が当該外国企業に対して調査を行うことを決定する。調査は公告する（第5条）
③ 調査の結果、信頼できないエンティティ・リストの掲載を決定する（第7条）
④ 信頼できないエンティティ・リストに掲載された場合、以下の一つまた複数の制裁を科す。（第10条）

(1) 中国にかかわる輸出入活動を制限または禁止すること
(2) 中国国内への投資を制限または禁止すること
(3) 関係者、交通輸送手段などの入国を制限または禁止すること
(4) 関係者の中国国内での就労許可制限または解除すること
(5) 状況に応じて、相応する金額の罰金を科す。

⑤ 決定公告に是正期限が記載された場合、期限内で是正した場合は制裁を取消す。（第11条）
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04 日本企業の対応について

中国対抗立法の発動によるリスクの予見可能性1

予見可能

遮断弁法では、中国政府が外国の制裁の不当域外適用を否定する禁止令が発布された
後、外国企業が禁止令に違反して外国の制裁に従い遵守して始めて、中国の法律違反に
なる。禁止令が前置き条件になる。

信頼できないEntity List規定では、外国企業に対して信頼できないEntity Listに掲載
するかどうかを決定する前、政府による調査プロセスを経なければならない。

予見困難

反外国制裁法では、外国企業が外国の差別的制限措置を実行しまたは実行に協力した場合、
中国企業に損害を与えたときに、損害賠償責任が追及されるリスクが生じる。事前警報がないため、
予見困難になる。今後適用基準の細分化が期待される。
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04 日本企業の対応について

通常の手段
ファイアウォール、業務の切り離し、現地生産化、脱依存2

ファイアウォール

Entity List対象者と直接取引をせずに第三者や代
理商を介した間接取引。ただ制裁を故意に回避する
ためにエンドユーザを知りながら取引スキームを変則に
変更した場合はリスクがある。

業務の切離し

Entity List対象者が制裁を回避するために、一部
業務を第三者に譲渡し切り離すなど外国企業との取
引を継続させる手がある。HUAWEIが栄耀携帯電
話事業を第三者に売却した。

現地生産化

Entity List対象者と取引を継続するために、外国か
らの輸出ではなく、現地生産して供給し、人民元決
済とする。
ただ完全に制裁を回避できるものではない。

脱依存

Entity List対象者と取引できない理由が、アメリカ
製品または技術を使用しているから、結局デミニミスを
下げるしかないとも考えられる。
アメリカ制裁の逆効果？
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04 日本企業の対応について

法的抗弁？
訴訟時の管轄権異議、不可抗力、コンプライアンス条項

管轄異議申し立て

Entity List対象者との取引契約に中国裁判管轄
を除外する管轄合意、例えば被告所在地裁判管轄、
国際仲裁機構による仲裁が約定された場合がある。
しかし、遮断弁法や反外国制裁上の外国企業への
損害賠償請求権が不法行為によるため抗弁困難。

不可抗力

Entity List対象者との取引契約に外国の制裁を不
可抗力を約定して、債務不履行責任が免除される
方法がある。
しかし、中国法が準拠法の場合、中国法及び今の
対抗立法を背景に不可抗力と認められるのが困難。

コンプライアンス条項

Entity List対象者との取引契約に外国の制裁を意
図して外国の法律、輸出管理など遵守する義務を
保証させ、義務違反の場合は責任を負うというコンプ
ライアンス条項を定める方法がある。
しかし、外国法のみ遵守させる合意は、中国の遮断
弁法や反外国制裁法に逆に抵触する可能性がある。

3
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04 日本企業の対応について

協力によって問題の解決に努める4

日本企業が米国制裁と中国の反外国制裁法との間の板挟み境地に直面した場合が多い。しか
し、米国の制裁に過剰反応してしまう傾向がある。相手が制裁受けた場合、制裁内容を相手か
ら正確に確認すべき。相手が制裁されない場合、制裁される可能性については、相手によく耳を
傾け、冷静に判断すべき。特に国際貿易に経験豊富な法律専門家にアドバイスを求めるのが近
道。

日本企業は中国側当事者の協力をもって米国政府に積極的に輸出許可証を申請し、これと同
時に、日本企業は中国側当事者に協力して遮断弁法上の禁止令の遵守免除を中国政府に積
極的に申請するのが、現実な第一歩です。

いずれも、契約当事者が友好に話し合い、制裁による損失の最小化に向けて誠実に話し合うの
は、根本的な解決方法です。
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ある小松･狛･西川法律事務所に参画し、約5年間、外国法顧問弁護士として各種業務に従事しました。その後、中国に帰国し、2002年に同方律師事務

所北京事務所、2003年に同事務所上海事務所を設立しました。2012年にシニアパートナーとして金誠同逹法律事務所に参画します。

取扱業務は、外商投資、M&Ａ、企業再編、企業清算及び破産、独禁、環境保護、国際貿易及び仲裁等、多岐にわたります。日本業務部門のリー

ダーとして、外商投資、会社法務、紛争解決等の分野において豊富な経験を蓄積してきて、クライアントから厚い信頼、高い評価を獲得しています。2019、

2020年、金誠同達日本業務部門がALB日本法律大賞「日本業務ベスト外国法律事務所」を受賞しました。
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-THANKS-
ご清聴ありがとうございました。


